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第５章 投資・財政計画 
 
 

１ 投資計画 

投資計画は、将来にわたって安定的に事業を継続していくために必要となる管路・施設に関する投資の⾒
通しを試算したものです。 

投資計画においては、本市で策定したストックマネジメント計画に基づき、各施設(管路を除く)において維
持管理・補修等による⻑寿命化を図ることにより、法定耐⽤年数よりも⻑期間使⽤することを前提とした⽬標
耐⽤年数を設定し、この年数に従って更新を⾏います。なお、管路に関しては、健全率予測式による劣化予
測を⾏い、併せて⽇々の点検調査を計画的に⾏うことで合理的に更新を⾏います。 
 近年、全国的に多発している⾃然災害への対策推進として、総合地震対策計画に基づき、重要な施設の
耐震化を図る「防災」と、被災を想定して被害の最小化を図る「減災」を組み合わせた総合的な地震対策を
⾏います。また、河川からの氾濫や内⽔氾濫の発⽣時に下⽔道施設被害による社会的影響を最小限に抑
制するため、下⽔道耐⽔化計画及び下⽔道浸⽔対策計画に基づき、施設の耐⽔化及び浸⽔対策を⾏い
ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図5-1 地震による下⽔道施設の被害状況 
（出典）熊本市上下⽔道事業 熊本地震からの復興記録誌 〜地下⽔都市・熊本を守る〜 

 
 
  

第５章 投資・財政計画 

マンホールの隆起や管路内の損傷 機械設備の損傷や処理場内の浸⽔ 
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1-1 更新費⽤ 

本市の下⽔道事業は、昭和50年に事業に着⼿しており、管路の⽼朽化が進んでいることから、適切な時
期に更新していく必要があります。改築更新の⽅法をシナリオ(1)から(4)までの4シナリオで検証しています。  
 

表5-1 改築更新シナリオ 

検討シナリオ 概 要 

シナリオ（1） 下⽔道施設を法定耐⽤年数で更新した場合 

シナリオ（2） 
下⽔道施設を※1健全度Ⅰ、※2緊急度Ⅰで更新する場合 
(健全度Ⅱ〜Ⅴ、緊急度Ⅱ、Ⅲを許容する) 

シナリオ（3） 
下⽔道施設を健全度Ⅰ、緊急度Ⅱで更新する場合 
(健全度Ⅱ〜Ⅴ、緊急度Ⅲを許容する) 

シナリオ（4） 
下⽔道施設を設定額で更新する場合 
(緊急度Ⅰを2割程度まで許容する) 
(財政、執⾏体制の観点から、当⾯実現可能なシナリオとする) 

※1健全度とは、施設の⽼朽レベルを「健全度Ⅰ（酷）〜Ⅴ（良）」で表現し、※2緊急度とは、管
路の劣化レベルを「緊急度Ⅰ（酷）〜Ⅲ（良）」で表したものです。 

 
【シナリオ（1）】 

下⽔道施設の法定耐⽤年数で施設を更新する場合、今後50年間で1,415億円、1年当たりの平均
更新費⽤は28.3億円となります。 

 
図5-1 シナリオ（1）下⽔道施設を法定耐⽤年数で更新した場合 
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緊急度Ⅰ･･･1.9%、緊急度Ⅱ･･･21.5% 

図5-2 シナリオ（1）の緊急度割合（汚⽔管渠の例） 
 
 
【シナリオ（2）】 

下⽔道施設の健全度Ⅰ、緊急度Ⅰで施設を更新する場合、今後50年間で684億円、1年当たりの平
均更新費⽤は13.7億円となります。健全率予測式を⽤いた施設更新（経過年数ではなく、劣化具合に
よる更新）のため、法定耐⽤年数が到来する前に更新する施設が出てきますが、機能停⽌することがない
ように施設の安全に配慮した更新となります。 

 

 
図5-3 シナリオ（2）下⽔道施設を健全度Ⅰ、緊急度Ⅰで更新する場合 
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緊急度Ⅰ･･･0.3%、緊急度Ⅱ･･･35.0% 

図5-4 シナリオ（2）の緊急度割合（汚⽔管渠の例） 
 
 
【シナリオ（3）】 

下⽔道施設の健全度Ⅰ、緊急度Ⅱで施設を更新する場合、今後50年間で1,420億円、1年当たりの
平均更新費⽤は28.4億円となります。健全性を重視したシナリオですが、経済性で事業負担が⼤きくなる
ため、費⽤⾯での検討が必要になります。 

 

 
図5-5 シナリオ（3）下⽔道施設を健全度Ⅰ、緊急度Ⅱで更新する場合 
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緊急度Ⅰ･･･0.3%、緊急度Ⅱ･･･3.3% 

図5-6 シナリオ（3）の緊急度割合（汚⽔管渠の例） 
 
 
【シナリオ（4）】 

下⽔道施設を設定額で更新する場合、今後50年間で500億円、1年当たりの平均更新費⽤は10.0億
円となります。財政、執⾏体制の観点から、当⾯実現可能な更新シナリオとして計画的な点検調査を⾏い
投資の効率化を図ります。 

 

 
図5-7 シナリオ（4）下⽔道施設を設定額で更新する場合 

(緊急度Ⅰを2割程度まで許容する) 
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緊急度Ⅰ･･･21.6%、緊急度Ⅱ･･･30.2% 

図5-8 シナリオ（4）の緊急度割合（汚⽔管渠の例） 
 
 

経営戦略策定時（平成29年度）では、シナリオ(4)を採⽤しましたが、施設の⽼朽化の進⾏度を点検
調査等から検討した結果、適切な更新事業を実施するため、改築更新シナリオ(2)の適⽤に⾒直します。 

本市では、今後も下⽔道事業を3~5年ごとに⾒直しを⾏う「PDCAサイクル」を活⽤し、持続可能な下⽔
道事業を運営していきます。 
 

表5-2 シナリオの結果 

 
※指標の緊急度は、100年の平均値を⽰す   

 
  

指標 判定 指標 判定
緊急度Ⅰ

1.9%
緊急度Ⅱ
21.5%

緊急度Ⅰ
0.3%

緊急度Ⅱ
35.0%

緊急度Ⅰ
0.3%

緊急度Ⅱ
3.3%

緊急度Ⅰ
21.6%

緊急度Ⅱ
30.2%

施設の
有効利⽤ 評価

28.3億円/年

13.7億円/年

28.4億円/年

△

◎

○

○

緊急度 経済性

10.0億円/年

△

○

△

◎

△

◎

△

○

シナリオ（１） ○

シナリオ（２）

シナリオ（３）

シナリオ（４）

○

◎

△
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1-1-1 更新費⽤の平準化 

各年度の更新費⽤に⼤きな差が⽣じると、資⾦残⾼が⼤きく変動することとなり、財源確保や効率的
な更新の実⾏が難しくなります。そこで、更新費⽤が周辺の年度と⽐較して多い年度の事業を前後に振
り分けることにより、年度間で更新費⽤に⼤きな差が出ないように平準化を⾏います。以下に⽰す⽅法で、
今後50年間の管路及び施設の平準化された更新費⽤を算出します。 
 

1-1-2 更新基準の設定 

国の更新基準に関する調査・検討事例や更新実績をもとに、更新基準（⽬標耐⽤年数）を処理
場などの施設類は2倍で設定し、その値を基にストックマネジメントで定めた健全を保つ更新基準で実施
します。 

管路については、※圧送管のみ状態監視が困難なため、時間経過による法定耐⽤年数で更新します。
ほかの管路は状態監視が可能であるため、ストックマネジメントで定めたリスクの評価や重要路線を優先
した更新を⾏います。 
 

1-1-3 平準化⽅法 

①．各資産について、緊急度、健全度のリスクを評価し、年当たり更新費⽤を算定します。 
②．上記①の年当たり更新費⽤にバラつきがある場合、財政の安定を図るため、突出した年の費⽤を前

後の年に按分します。 
③．管路は、重要路線を優先的に更新します。 

 
図5-9 平準化ライン（赤い線）より突出した分を前後に按分したイメージ図 
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1-1-4 施設の更新需要 

更新基準を踏まえた更新需要の算定結果を図5-10に⽰します。 
更新基準で更新した場合、今後50年間で必要となる費⽤は約225億円です。また、更新費⽤の総

額225億円を50年間で平均すると、1年当たりの更新費⽤は4.5億円となります。 
 

 
図5-10 施設の更新需要（平準化後） 

 
 

表5-3 施設の更新需要（平準化後︓５か年平均） 

 
 
 
 

 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

R1
(2019)

R6
(2024)

R11
(2029)

R16
(2034)

R21
(2039)

R26
(2044)

R31
(2049)

R36
(2054)

R41
(2059)

R46
(2064)

更
新
費
用
（
億
円
）

年 度

処理場(建屋除く) ポンプ場(建屋除く) マンホールポンプ 樋門･樋管

単位︓億円　
R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35 R40 R45 R50

処理場（建屋除く） 0.0 1.5 10.0 9.1 3.2 2.1 1.2 1.6 1.8 1.9 2.1
ポンプ場（建屋除く） 0.0 0.7 0.3 0.2 1.2 0.3 0.2 0.3 0.3 0.3 0.4

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ 0.0 0.0 0.1 0.2 0.5 0.6 0.3 0.4 0.4 0.5 0.5
樋門･樋管 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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1-1-5 管路の更新需要 

更新基準を踏まえた更新需要の算定結果を図5-11に⽰します。更新基準で更新した場合、今後
50年間で必要となる費⽤は約460億円です。（管路の更新開始は、令和10年を予定しています） 

また、更新費⽤の総額460億円を50年間で平均すると、1年当たりの更新費⽤は9.2億円となりま
す。 

現状で法定耐⽤年数を超過した管路が存在しないことから、令和10年までの更新費⽤は1年当たり
1.2億円程度と少なくなっています。 
 

 
図5-11 管路類の更新需要（平準化後） 

 
 

表5-4 管路類の更新需要（平準化後︓５か年平均） 

 
 
 
 

 

0.0

2.0
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6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

R1
(2019)

R6
(2024)

R11
(2029)

R16
(2034)

R21
(2039)

R26
(2044)

R31
(2049)

R36
(2054)

R41
(2059)

R46
(2064)

更
新
費
用
（
億
円
）

年 度

汚水管渠 雨水管渠 汚水人孔蓋 雨水人孔蓋

単位︓億円　
R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35 R40 R45 R50

管渠類（汚⽔） 0.0 0.0 0.9 4.5 4.8 5.2 5.6 6.1 6.5 7.0 7.6
管渠類（雨⽔） 0.0 0.0 0.6 3.3 3.6 3.8 4.2 4.5 4.8 5.2 5.6
人孔蓋（汚⽔） 0.0 0.3 0.3 0.3 0.3 0.4 0.5 0.6 0.6 0.7 0.8
人孔蓋（雨⽔） 0.0 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2
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1-1-6 更新費⽤のまとめ 

施設及び管路の更新費⽤を合わせた結果を図5-12に⽰します。 
更新基準で更新した場合、今後50年間で約685億円の費⽤が必要となります。1年当たりに必要と

なる更新費⽤は13.7億円です。（管路の更新開始は、令和10年を予定しています） 
 

 
図5-12 更新費⽤（平準化後） 

 
 

表5-5 更新費⽤（平準化後︓５か年平均） 

 
 
 
 
  

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

R1
(2019)

R6
(2024)

R11
(2029)

R16
(2034)

R21
(2039)

R26
(2044)

R31
(2049)

R36
(2054)

R41
(2059)

R46
(2064)

更
新
費
用
（
億
円
）

年度

処理場(建屋除く) ポンプ場(建屋除く) マンホールポンプ 樋門･樋管

汚水管渠 雨水管渠 汚水人孔蓋 雨水人孔蓋

単位︓億円　
R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35 R40 R45 R50

処理場（建屋除く） 0.0 1.5 10.0 9.1 3.2 2.1 1.2 1.6 1.8 1.9 2.1
ポンプ場（建屋除く） 0.0 0.7 0.3 0.2 1.2 0.3 0.2 0.3 0.3 0.3 0.4

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ 0.0 0.0 0.1 0.2 0.5 0.6 0.3 0.4 0.4 0.5 0.5
樋門･樋管 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

管渠類（汚⽔） 0.0 0.0 0.9 4.5 4.8 5.2 5.6 6.1 6.5 7.0 7.6
管渠類（雨⽔） 0.0 0.0 0.6 3.3 3.6 3.8 4.2 4.5 4.8 5.2 5.6
人孔蓋（汚⽔） 0.0 0.3 0.3 0.3 0.3 0.4 0.5 0.6 0.6 0.7 0.8
人孔蓋（雨⽔） 0.0 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2
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1-2 災害対策費⽤ 

災害対策費⽤においては、本市で策定した総合地震対策計画や下⽔道耐⽔化計画、下⽔道浸⽔対
策計画に基づき、対策需要を算定します。また、更新費⽤と同様に、今後50年間の平準化された災害対策
費⽤を算出します。 

災害対策費⽤は、今後50年間で約85億円の費⽤が必要となります。1年当たりに必要となる更新費⽤
は1.7億円です。 
 

 
図5-13 災害対策費⽤ 

 
 

表5-7 災害対策費⽤（５か年平均） 
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R11
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R16
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R21
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R26
(2044)

R31
(2049)

R36
(2054)

R41
(2059)

R46
(2064)

対
策
費
用
（
億
円
）

年度

地震対策 耐水化対策 浸水対策

単位︓億円　
R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35 R40 R45 R50

地震対策 0.0 0.0 2.0 1.9 2.5 1.6 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0
耐⽔化対策 0.0 0.0 0.0 0.0 7.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
浸⽔対策 0.0 0.0 1.3 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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1-3 投資計画のまとめ 

更新費⽤及び災害対策費⽤を合わせた結果を図5-14に⽰します。 
今後50年間で770億円の費⽤が必要となります。1年当たりに必要となる費⽤は15.4億円です。 

 

 
図5-14 投資計画 

 
表5-8 投資計画（５か年平均） 

 
 

投資計画に基づく⽬標値を以下のとおり設定します。 
 

表5-9 投資計画に基づく⽬標値 

  経営指標 算 出 式 
策定時 

平成 29 年度 

現状 

令和４年度 

⽬標 

令和 10 年度 

投
資
計
画 

施設利⽤率 

   (%) 

晴天時⼀⽇平均処理⽔量 

/晴天時現在処理能⼒×100 
68.27 66.82 

≧70.00 
（H29 年度策定時を改善） 

⽔洗化率 

   (%) 

現在⽔洗便所設置済人⼝ 

/現在処理区域内人⼝×100 
99.06 99.27 ≧99.27 

管路⽼朽化率 

   (%) 

法定耐⽤年数を経過した管路延⻑ 

/下⽔道布設延⻑×100 
0.00 0.00 

1.45 

(7.5km/516.5km×100) 

管路改善率 

   (%) 

改善（更新・改良・修繕）管路延⻑ 

/下⽔道布設延⻑×100 
0.00 0.00 

0.52 

(2.7km/516.5km×100) 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

R1
(2019)

R6
(2024)

R11
(2029)

R16
(2034)

R21
(2039)

R26
(2044)

R31
(2049)

R36
(2054)

R41
(2059)

R46
(2064)

投
資
費
用
（
億
円
）

年度

更新費用(施設) 更新費用(管路) 災害対策費用

単位︓億円　
R1 R5 R10 R15 R20 R25 R30 R35 R40 R45 R50

更新費⽤（施設） 0.0 2.2 10.4 9.5 6.5 3.3 1.8 2.3 2.5 2.7 2.9
更新費⽤（管路） 0.0 0.3 2.0 8.3 8.9 9.7 10.4 11.2 12.1 13.1 14.2

災害対策費⽤ 0.0 0.0 3.2 2.3 9.8 1.6 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0
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２ 財政計画 

財政計画は、投資計画等の⽀出を賄うための財源の⾒通しを試算した計画です。 
 

財源⽬標 
① 経常収⽀⽐率︓100%以上 
② 資⾦残⾼確保額（内部留保資⾦）︓下⽔道使⽤料収益の50% 

 

設定理由 

① 健全な経営を維持できるように、経常収⽀⽐率は100%以上を維持するように設定
します。 
② 後年度における施設更新に備えるため、内部留保資⾦の確保を⽬標として設定して
います。なお、資⾦の確保額は、不測の⼤規模修繕に対応することを想定して、各年度
における下⽔道使⽤料収益の半年分としています。 
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2-1 収入・⽀出の検討条件 

収益的収⽀及び資本的収⽀の条件設定は、以下のとおりです。 
 

2-1-1 収益的収⽀ 

収益的収⽀の条件設定 
1.収益的収入 
 
営業収益 

使⽤料収入 使⽤料単価（126.69円/ｍ3）×年間有収⽔量で算定 
受託⼯事収益 包括業務委託より、農業集落排⽔施設の維持管理費を⾒込む 
その他 過去5年間（平成30年度〜令和４年度）の決算平均額に物

価上昇を⾒込む 
 
 
 
営業外収益 

補助⾦ 包括業務委託より、各種計画策定の費⽤に基づき算定 
⻑期前受⾦戻入 投資計画を踏まえて算定 

 
 
その他 

受取利息は、令和4年度決算額を基準に、前年度末の資⾦残⾼
と連動（※前年度末の資⾦残⾼と連動させるため、令和5年度の
予算額ではなく、令和4年度決算額を基準としている） 
雑収益は、過去5年間（平成30年度〜令和4年度）の決算平
均額で⼀定 

2.収益的⽀出 
 
営業費⽤ 

職員給与費 令和5年度予算額を基準に、人件費上昇を⾒込む 
 
経費 
 

動⼒費は、令和5年度予算額を基準に物価上昇を⾒込む 
修繕費は、包括業務委託の修繕計画及び管渠修繕費（汚⽔、
雨⽔、樋管）の過去5年間（平成30年度〜令和4年度）の決
算平均額に物価上昇を⾒込む 

その他は、過去5年間の実績額を基準に物価上昇を⾒込む 

減価償却費 将来の償却資産への投資シミュレーションに連動 
営業外費⽤ 
 

⽀払利息 償還条件（5年据置、30年償還、利率1.2％（ただしR11以降
は1.5％））に基づく額 

その他 過去5年間（平成30年度〜令和4年度）の決算平均額を基に
算定 
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2-1-2 資本的収⽀ 

 
資本的収⽀の条件設定 

 

 

 

3.資本的収入 
企業債 シミュレーションに連動した額 
他会計補助⾦ 48万円で⼀定 
他会計負担⾦ 投資計画に基づき算定 

国補助⾦ 投資計画に基づき算定 

他会計貸付⾦返還⾦ 令和6年度に12億円、令和8年度及び令和9年度に２億円、令
和10年度に2.1億円の返還⾦を⾒込む 

他会計出資⾦   
収入予定がないため、計上しない 
 

⼯事負担⾦ 
固定資産売却代⾦ 
その他（受益者負担⾦等） 過去の実績値額に基づき算定 
4.資本的⽀出 

建設改良費 
下⽔道建設費 投資計画の結果を反映 

営業設備費 
過去5年間（平成30年度〜令和4年度）の決算平均額に物価
上昇を⾒込む 
10年毎に⾞両購入費の200万円/台を計上 

企業債償還⾦  償還予定に基づく 

他会計貸付⾦ 令和5年度に12億円、令和6年度に6.1億円の貸付⾦を⾒込む 

他会計⻑期借入返還⾦ 
⽀出予定がないため、計上しない 

その他 
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2-2 財政収⽀の⾒通し 

前項に基づいて算定された財政収⽀の⾒通しを⽰します。なお、計画期間内においては財源⽬標①、
②を達成するように試算しています。 
 

2-2-1 収益的収⽀ 

収益的収⽀とは、年間の汚⽔処理にいくらを要し、その費⽤に対していくらの収入があったのかについて、そ
の年の純利益または純損失を知るための収⽀を表したものです。計画期間においては、処理人⼝の増加に伴
って使⽤料収益が増加することから、収益的収入は、緩やかな右肩上がりで推移します。なお、減価償却費
の増加により、計画期間内における収益的⽀出も緩やかな右肩上がりで推移しますが、計画期間内では収
益的収入が収益的⽀出を上回る⿊字経営を維持することができるとともに、計画期間最終年度（令和10
年度）において、2.3億円の純利益を確保できる⾒込みです。 

しかしながら、計画期間以降も投資費⽤の増加に伴って減価償却費等が増加するため、収益的⽀出は
右肩上がりで推移する⾒込みであり、令和18年度までは収益的収入が収益的⽀出を上回る⿊字経営を維
持することができるものの、令和19年度以降は収益的収入が収益的⽀出を下回る赤字経営となる⾒通しで
す。 
 

 
図5-15 収益的収⽀と損益 

 
表5-10 収益的収⽀と損益 
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損
益
（
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円
）

収
益
的
収
支
（
億
円
）

（年度）

収益的収入 収益的⽀出 損益

実績

計画期間

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R20 R30 R40 R50
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2038) (2048) (2058) (2068)

収益的収入 19.9 23.1 21.3 22.3 22.6 23.5 22.3 22.0 22.8 23.1 23.2 24.5 23.8 19.8 19.4
収益的⽀出 18.1 19.9 18.5 18.1 19.5 22.5 20.3 20.1 20.3 20.6 20.9 24.7 25.6 25.8 30.1
損益 1.8 3.2 2.7 4.1 3.1 0.9 2.0 1.9 2.5 2.5 2.3 △ 0.3 △ 1.8 △ 6.0 △ 10.6

　　　　　　年度
 
　
　億円

⻑期計画期間
計画期間

実績
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2-2-2 汚⽔処理原価と使⽤料単価 

汚⽔処理原価とは、1m3の汚⽔処理に要した費⽤、使⽤料単価とは、1m3あたりの使⽤料収入で
す。 

計画期間においては、汚⽔処理原価が使⽤料単価を下回ることから、下⽔道使⽤料により汚⽔処
理に要した費⽤を賄うことができる⾒込みです。 

計画期間以降では、令和19年度以降に汚⽔処理原価が使⽤料単価を上回るようになり、その後も
汚⽔処理原価が上昇し続ける⾒込みであることから、令和19年度以降は汚⽔処理に要する費⽤を下
⽔道使⽤料収入で賄うことができなくなると考えられます。 
 

 
図5-16 使⽤料単価と汚⽔処理原価 

 
表5-11 使⽤料単価と汚⽔処理原価 
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H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R20 R30 R40 R50
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2038) (2048) (2058) (2068)

使⽤料単価 132.62 130.92 118.86 126.45 126.69 126.09 126.70 126.70 126.70 126.70 126.70 126.70 126.70 126.70 126.70
汚⽔処理原価 117.79 86.38 93.23 91.34 103.32 124.44 110.53 107.73 103.24 103.45 104.40 129.32 144.25 186.69 236.05

　　　　　　年度
 
　
　m3/円

計画期間
⻑期計画期間

実績
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2-2-3 資本的収⽀と内部留保資⾦ 

資本的収⽀とは、⽼朽化した施設や管路などの整備に係る費⽤の収⽀を表したものです。計画的に下⽔
道施設を整備するためには、そのための資⾦（内部留保資⾦や企業債等）を適正に確保する必要がありま
す。 

計画期間内においては、資本的収⽀不⾜額（収入と⽀出の差で⽣じる不⾜額）の発⽣により、資⾦残
⾼は緩やかに減少するものの、計画期間最終年度である令和10年度においても11.4億円程度の内部留
保資⾦を確保することができる⾒込みです。  

⼀⽅で、計画期間以降は、利益の減少や投資費⽤の増加等により、資⾦残⾼が減少していく⾒通しとな
っています。また、更新需要の増加が⾒込まれ、これら増加する更新需要に適切に対応するため、本推計に
おいては技術職員を２名増員する計画としていますが、将来の技術職員数については、実際の事業の進捗
状況等を踏まえて、定期的な検討を⾏う必要があります。 
 

 
図5-17 資本的収⽀と内部留保資⾦ 

 
表5-12 資本的収⽀と内部留保資⾦ 
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H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R20 R30 R40 R50
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028) (2038) (2048) (2058) (2068)

資本的収入 1.1 2.7 1.5 0.8 2.5 2.2 20.0 19.0 10.7 9.4 12.8 21.8 10.7 12.0 14.0
資本的⽀出 7.6 4.8 4.6 5.0 7.7 19.4 21.6 34.2 22.8 19.7 25.9 30.9 17.5 21.0 23.5
内部留保資⾦ 39.0 41.7 42.6 43.3 42.8 26.3 32.1 23.1 18.4 16.6 11.4 1.2 △ 7.6 △ 32.8 △ 47.6

⻑期計画期間
実績

　　　　　　年度
 
　
　億円

計画期間
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2-3 計画期間内の収益的収⽀・資本的収⽀ 

計画期間内の収益的収⽀、資本的収⽀、他会計繰入⾦を⽰します。 
 

2-3-1 収益的収⽀ 
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6
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9,
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1,
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8,
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1,
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5
2,
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2,
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03
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8
2,

00
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0,
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1
2,

06
0,
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3
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87

6
(E

)
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01
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4,
15
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32

0,
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4,
37

4
41

4,
86

2
31

0,
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38

6
18
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4
25

1,
33

9
25

1,
58

1
22

8,
05

4
(F

)
0

41
9

6,
27

9
0

7,
75

4
3,

25
8

5
0

0
0

0
0

(G
)

37
9

14
0

5,
12

7
30

5
6,

77
3

62
4

60
2

0
0

0
0

0
(H

)
△

 3
79

27
9

1,
15

2
△

 3
05

98
1

2,
63

4
△

 5
97

0
0

0
0

0
26

2,
63

6
18

4,
43

3
32

1,
66

7
27

4,
06

9
41

5,
84

3
31

3,
59

0
10

2,
74

5
19

5,
38

6
18

8,
82

4
25

1,
33

9
25

1,
58

1
22

8,
05

4
(I

)
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2,
63
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06

9
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1,
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5
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45

8,
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8
1,
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2,
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8

1,
87

4,
98

3
2,

07
0,

36
9

2,
25

9,
19

3
2,

51
0,

53
2

2,
76

2,
11

3
2,

99
0,

16
7

(J
)

4,
62

7,
56

8
4,

55
5,

14
9

4,
93

4,
60

0
5,

08
1,

14
2

5,
44

5,
04

7
5,

82
8,

79
5

5,
15

0,
79

8
4,

71
9,

41
2

4,
68

6,
42

8
4,

52
3,

43
9

4,
17

6,
28

7
3,

88
1,

49
3

28
8,

95
8

34
6,

00
1

30
2,

80
3

29
4,

26
7

30
6,

05
2

31
2,

92
8

32
6,

67
0

32
6,

67
0

32
6,

67
0

32
6,

67
0

32
6,

67
0

32
6,

67
0

(K
)

57
0,

29
5

53
9,

82
7

53
2,

86
6

41
9,

46
8

52
8,

15
8

85
2,

18
3

40
3,

59
3

38
6,

41
3

36
6,

40
8

34
1,

03
8

32
7,

57
8

31
9,

75
6

28
5,

13
4

27
8,

11
6

26
8,

97
3

25
1,

22
6

25
0,

64
5

24
8,

39
8

23
6,

69
9

21
9,

51
9

19
9,

51
4

17
4,

14
4

16
0,

68
4

15
2,

86
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

27
8,

54
9

26
1,

71
1

26
3,

89
3

16
8,

24
2

27
7,

51
3

60
3,

78
5

16
6,

89
4

16
6,

89
4

16
6,

89
4

16
6,

89
4

16
6,

89
4

16
6,

89
4

( 
I )

(A
)-

(B
)

(L
)

(M
)

1,
41

3,
10

6
1,

45
1,

52
0

1,
39

1,
37

8
1,

24
2,

12
7

1,
32

0,
88

4
1,

32
5,

67
7

1,
37

2,
57

3
1,

30
0,

68
3

1,
30

2,
98

7
1,

33
3,

78
2

1,
33

6,
03

2
1,

33
8,

29
9

(N
)

(O
)

(P
)

健
全

化
法

施
⾏

規
則

第
６

条
に

規
定

す
る

解
消

可
能

資
⾦

不
⾜

額
健

全
化

法
施

⾏
令

第
17

条
に

よ
り

算
定

し
た

事
業

の
規

模
健

全
化

法
第

22
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

⾦
不

⾜
⽐

率
(（

N）
/（

P）
×

10
0)

地
⽅

財
政

法
施

⾏
令

第
15

条
第

１
項

に
よ

り
算

定
し

た
資

⾦
の

不
⾜

額
営

業
収

益
－

受
託

⼯
事

収
益

(A
)-

(B
)

地
⽅

財
政

法
に

よ
る

資
⾦

不
⾜

の
⽐

率
(（

L）
/（

M
）

×
10

0)

健
全

化
法

施
⾏

令
第

16
条

に
よ

り
算

定
し

た
資

⾦
の

不
⾜

額

う
ち

建
設

改
良

費
分

う
ち

⼀
時

借
入

⾦
う

ち
未

払
⾦

累
積

欠
損

⾦
⽐

率
（

×
10

0
）

流
動

負
債

⽀
出

計
経

常
損

益
(C

)-
(D

)
特

別
利

益
特

別
損

失
特

別
損

益
(F

)-
(G

)

収 益 的 収 ⽀ 当
年

度
純

利
益

（
又

は
純

損
失

）
(E

)+
(H

)
繰

越
利

益
剰

余
⾦

又
は

累
積

欠
損

⾦
流

動
資

産
う

ち
未

収
⾦

収 益 的 収 入

材
料

費

収 益 的 ⽀ 出
そ

の
他

収
入

計
そ

の
他

そ
の

他
減

価
償

却
費

営
業

外
費

⽤

営
業

費
⽤

職
員

給
与

費
基

本
給

退
職

給
付

費
そ

の
他

経
費

動
⼒

費
修

繕
費

⽀
払

利
息

営
業

外
収

益

料
⾦

収
入

受
託

⼯
事

収
益

そ
の

他

営
業

収
益

補
助

⾦
他

会
計

補
助

⾦
そ

の
他

補
助

⾦
⻑

期
前

受
⾦

戻
入
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2-3-2 資本的収⽀ 

 

（
単

位
︓

千
円

）
年

　　
　　

　度
平

成
29

年
度

平
成

30
年

度
令

和
元

年
度

令
和

２
年

度
令

和
３

年
度

令
和

４
年

度
令

和
５

年
度

令
和

６
年

度
令

和
７

年
度

令
和

８
年

度
令

和
９

年
度

令
和

１
０

年
度

区
　　

　　
　分

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
予

算
）

１
．

0
0

0
0

0
0

0
24

5,
00

0
58

7,
00

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

２
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

３
．

16
,5

04
16

,8
48

18
,6

95
32

,4
13

33
,9

71
28

,4
19

27
,5

23
48

0
48

0
48

0
48

0
48

0

４
．

0
0

0
0

0
0

0
53

,0
66

58
,9

04
16

2,
27

1
14

7,
82

6
37

6,
48

9
５

．
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

６
．

48
,6

75
75

,1
47

0
3,

30
0

23
,1

40
20

4,
83

0
16

9,
49

5
48

2,
46

1
1,

23
4,

11
5

69
0,

21
7

57
4,

80
1

67
8,

39
1

７
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

８
．

22
,5

48
18

,4
27

26
,8

45
22

,4
70

21
,0

62
18

,6
83

18
,5

10
0

0
0

0
0

９
．

0
0

22
1,

40
0

92
,5

00
0

0
0

1,
21

7,
48

4
16

,4
35

21
5,

44
9

21
4,

52
2

22
3,

65
1

(A
)

87
,7

27
11

0,
42

2
26

6,
94

0
15

0,
68

3
78

,1
73

25
1,

93
2

21
5,

52
8

1,
99

8,
49

1
1,

89
6,

93
4

1,
06

8,
41

7
93

7,
62

9
1,

27
9,

01
1

(B
)

48
,6

75
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

(C
)

39
,0

52
11

0,
42

2
26

6,
94

0
15

0,
68

3
78

,1
73

25
1,

93
2

21
5,

52
8

1,
99

8,
49

1
1,

89
6,

93
4

1,
06

8,
41

7
93

7,
62

9
1,

27
9,

01
1

１
．

48
,5

09
31

9,
70

5
12

8,
72

4
18

7,
33

7
24

7,
74

0
52

3,
52

5
49

3,
00

9
1,

31
0,

96
0

3,
19

8,
41

7
2,

07
5,

61
2

1,
80

0,
24

0
2,

43
1,

30
4

9,
07

9
9,

45
5

9,
39

9
9,

18
8

14
,4

24
14

,8
30

15
,4

41
31

,5
34

31
,8

49
32

,1
68

32
,4

90
32

,8
15

２
．

29
9,

10
5

28
5,

13
4

27
8,

11
6

26
8,

97
3

25
1,

22
6

25
0,

64
5

24
8,

39
9

23
6,

69
9

21
9,

51
9

19
9,

51
4

17
4,

14
4

16
0,

68
4

３
．

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

４
．

0
0

0
0

0
0

1,
20

0,
00

0
61

0,
00

0
0

0
0

0

５
．

86
,0

00
15

8,
50

0
69

,4
00

0
0

0
0

0
0

0
0

0
(D

)
43

3,
61

4
76

3,
33

9
47

6,
24

0
45

6,
31

0
49

8,
96

6
77

4,
17

0
1,

94
1,

40
8

2,
15

7,
65

9
3,

41
7,

93
6

2,
27

5,
12

6
1,

97
4,

38
4

2,
59

1,
98

8

(E
)

39
4,

56
2

65
2,

91
7

20
9,

30
0

30
5,

62
7

42
0,

79
3

52
2,

23
8

1,
72

5,
88

0
15

9,
16

8
1,

52
1,

00
2

1,
20

6,
71

0
1,

03
6,

75
5

1,
31

2,
97

7

１
．

39
4,

56
2

65
2,

91
7

20
9,

30
0

30
5,

62
7

42
0,

79
3

52
2,

23
8

1,
72

5,
88

0
15

9,
16

8
1,

52
1,

00
2

1,
20

6,
71

0
1,

03
6,

75
5

1,
31

2,
97

7
２

．

３
．

４
．

(F
)

39
4,

56
2

65
2,

91
7

20
9,

30
0

30
5,

62
7

42
0,

79
3

52
2,

23
8

1,
72

5,
88

0
15

9,
16

8
1,

52
1,

00
2

1,
20

6,
71

0
1,

03
6,

75
5

1,
31

2,
97

7
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

(G
)

4,
22

7,
24

1
4,

18
2,

89
9

4,
17

2,
48

1
4,

26
1,

92
6

4,
32

6,
71

2
4,

28
3,

89
0

2,
63

3,
46

0
3,

21
0,

98
5

2,
31

2,
38

7
1,

83
9,

53
9

1,
66

0,
58

1
1,

13
9,

02
3

(H
)

(I
)

3,
17

8,
13

6
2,

89
3,

00
2

2,
61

4,
88

6
2,

34
5,

91
2

2,
09

4,
68

6
1,

84
4,

04
1

1,
59

5,
64

2
1,

60
3,

94
3

1,
97

1,
42

4
1,

77
1,

91
0

1,
59

7,
76

6
1,

43
7,

08
2

○
他

会
計

繰
入

⾦
（

単
位

︓
千

円
）

年
　　

　　
　度

平
成

29
年

度
平

成
30

年
度

令
和

元
年

度
令

和
２

年
度

令
和

３
年

度
令

和
４

年
度

令
和

５
年

度
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
令

和
８

年
度

令
和

９
年

度
令

和
１

０
年

度

区
　　

　　
　分

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
決

算
）

（
予

算
）

17
,0

19
46

,6
91

27
,7

75
23

,1
93

32
,4

76
26

,3
66

97
,1

10
39

,0
45

39
,5

17
39

,9
96

40
,4

82
40

,9
76

15
,1

40
44

,8
95

20
,5

40
20

,0
77

23
,6

93
24

,9
18

95
,7

54
37

,7
83

38
,3

51
38

,9
28

39
,5

14
40

,1
10

1,
87

9
1,

79
6

7,
23

5
3,

11
6

8,
78

3
1,

44
8

1,
35

6
1,

26
2

1,
16

6
1,

06
8

96
8

86
6

16
,5

05
16

,8
48

18
,6

95
32

,4
13

33
,9

71
28

,4
19

4,
45

0
53

,5
46

59
,3

84
16

2,
75

1
14

8,
30

6
37

6,
96

9
12

,5
78

12
,8

39
14

,6
01

28
,2

33
29

,7
03

24
,0

61
0

49
,0

02
54

,7
44

15
8,

01
3

14
3,

46
9

37
2,

03
0

3,
92

7
4,

00
9

4,
09

4
4,

18
0

4,
26

8
4,

35
8

4,
45

0
4,

54
4

4,
64

0
4,

73
8

4,
83

7
4,

93
9

33
,5

24
63

,5
39

46
,4

70
55

,6
06

66
,4

47
54

,7
85

10
1,

56
0

92
,5

91
98

,9
01

20
2,

74
7

18
8,

78
8

41
7,

94
5

合
計

資 本 的 収 ⽀

補
塡

財
源

不
⾜

額
(E

)-
(F

)

他
会

計
借

入
⾦

残
⾼

企
業

債
残

⾼

資
本

的
収

入
額

が
資

本
的

⽀
出

額
に

不
⾜

す
る

額
   

  　
　 

   
(D

)-
(C

)

補 塡 財 源

損
益

勘
定

留
保

資
⾦

利
益

剰
余

⾦
処

分
額

繰
越

⼯
事

資
⾦

そ
の

他

計

(A
)の

うち
翌

年
度

へ
繰

り越
され

る
⽀

出
の

財
源

充
当

額

純
計

(A
)-

(B
)

資 本 的 ⽀ 出

建
設

改
良

費

う
ち

職
員

給
与

費

内
部

留
保

資
⾦

う
ち

基
準

外
繰

入
⾦

資
本

的
収

⽀
分

う
ち

基
準

内
繰

入
⾦

う
ち

基
準

外
繰

入
⾦

企
業

債
う

ち
資

本
費

平
準

化
債

他
会

計
出

資
⾦

他
会

計
補

助
⾦

う
ち

基
準

内
繰

入
⾦

企
業

債
償

還
⾦

収
益

的
収

⽀
分

国
（

都
道

府
県

）
補

助
⾦

固
定

資
産

売
却

代
⾦

⼯
事

負
担

⾦

計

そ
の

他

他
会

計
負

担
⾦

他
会

計
⻑

期
借

入
返

還
⾦

他
会

計
へ

の
⽀

出
⾦

資 本 的 収 入

そ
の

他
計

他
会

計
借

入
⾦
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2-4 財政計画のまとめ 

2-4-1 財政計画における財源⽬標 

財政計画における財源⽬標を以下のとおり設定し、将来の財政計画を試算しています。 
 

財源⽬標 
① 経常収⽀⽐率︓100%以上 
② 資⾦残⾼確保額（内部留保資⾦）︓下⽔道使⽤料収益の50% 

 
① 健全な経営を維持できるように、経常収⽀⽐率は100%以上を維持するようにしています。 
② 後年度における施設更新に備えるため、内部留保資⾦の確保を⽬標として設定しています。 
なお、資⾦の確保額は、不測の⼤規模修繕に対応することを想定して、各年度における下⽔道使⽤料収

益の半年分としています。 
 
 

2-4-2 財政計画に基づく⽬標値 

財政計画においては、上述した設定値を達成することを前提に、⽬標値を以下のとおり設定します。 

 

 

⽬標値 算出⽅法 
策定時 

平成29年度 
現状 

令和４年度 
⽬標 

令和10年度 
経常収⽀⽐率 

 (%) 
経常収益/経常費⽤×100 116.18 115.97 ≧100 

累積欠損⾦⽐率 

(%) 

当年度未処理欠損⾦/（営業収益-受託

⼯事収益）×100 
0.00 0.00 0.00 

流動⽐率 (%) 流動資産/流動負債×100 811.44 677.69 ≧586 
企業債残⾼対 

事業規模⽐率 (%) 

企業債現在⾼合計ー⼀般会計負担額/営業収

益-受託⼯事収益-雨⽔処理負担⾦×100 
206.54 130.13 41.68 

経費回収率 

(%) 

下⽔道使⽤料/汚⽔処理費 

（公費負担分を除く）×100 
124.77 122.63 121.36 

汚⽔処理原価 

(円) 

汚⽔処理費（公費負担分を除く） 

/年間有収⽔量 
106.40 103.32 104.40 

有形固定資産 

減価償却率 (%) 

有形固定資産減価償却累計額/有形固定資産

のうち償却対象資産の帳簿原価×100 
43.91 53.76 ≦64.00 
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○経常収⽀⽐率 

財政計画に基づいて施設更新を⾏った場合、令和10年度の経常収益は23.2億円、経常費⽤は20.9
億円となる⾒込みです。健全な経営を維持できるように、令和10年度の経常収⽀⽐率は100%以上と設
定します。 

○累積欠損⾦⽐率 

未処理欠損⾦は今後も発⽣しないことを前提とし、令和10年度の累積欠損⾦⽐率を0.00%と設定しま
す。 

○流動⽐率 

財政計画に基づいて事業を推進した場合、流動資産は18.7億円、流動負債は3.2億円となる⾒込みで
あり、これらの状況を考慮して、令和10年度の流動⽐率は586％以上と設定します。 

○企業債残⾼対事業規模⽐率 

計画期間内においては、企業債の借入は⾏わずに着実な返済を進めていく予定であり、令和10年度の企
業債残⾼（⼀般会計負担額を除く）は5.4億円、営業収益（受託⼯事収益及び雨⽔処理負担⾦を除く）
は13.0億円となる⾒込みであることから、令和10年度の企業債残⾼対事業規模⽐率を41.68%と設定し
ます。 

○経営回収率、汚⽔処理原価 

財政計画に基づいて事業を推進した場合、令和10年度における使⽤料単価は126.69円/m3、汚⽔処
理原価は104.40円/m3となり、令和10年度の経費回収率は121.36％となる⾒込みです。また、汚⽔処
理原価の⽬標値は試算結果を基に、104.40円/m3と設定します。 
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2-5 計画期間以降の財政収⽀の⾒通し 

「2-2 財政収⽀の⾒通し」に⽰した試算結果では、計画期間内においては、計画的な更新を実施しなが
ら、財源⽬標を達成することが可能であり、健全経営を維持することができるという結果となっています。しかし
ながら、計画期間以降では、財源⽬標の達成が難しく、将来にわたり健全経営を維持するためには、将来世
代との負担の公平性を考慮しながら、適度な企業債の借入を⾏うとともに、市⺠の理解を得ながら、適切な
範囲で料⾦改定を実施し、資⾦確保に取り組むことが重要となります。  

ここでは、今後50年にわたり健全経営を維持するためには、どのくらいの借入及び料⾦改定が必要となるの
かについて試算を⾏います。 

現⾏の下⽔道使⽤料⾦を維持した場合は、図5-18に⽰すとおり、令和19年度以降に赤字に転じる⾒
込みであり、財源⽬標①の達成は難しくなります。また、図5-20に⽰すとおり、建設改良費の増加に伴い資
本的⽀出が増加することから、資⾦残⾼は年々減少し、令和22年度には財源⽬標②を達成することが難し
くなります。 

財源⽬標を達成するためには、料⾦改定を実施し、資⾦確保に努めていくことが重要あるとともに、世代間
の公平性を念頭に置く必要性があります。 

その結果、適切な更新を⾏いながら健全経営を維持するためには、図5-21、図5-22に⽰すような料⾦改
定を⾏う必要があるとの試算結果に⾄りました。本試算結果に従って料⾦改定を実施した場合、50年後の
令和50年度の使⽤料単価は、現状の126.69円から98％増の250.41円となる⾒込みです。なお、本試
算結果は現状を基にした試算であり、下⽔道を取り巻く環境は⽇々変化していることから、財政収⽀⾒通し
については定期的な⾒直しを⾏うことにより、適切な料⾦⽔準や料⾦体系を検討していきます。 
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図5-18 収益的収⽀と損益（現⾏料⾦のシミュレーション） 

 
 

 
図5-19 使⽤料単価と汚⽔処理原価（現⾏料⾦のシミュレーション） 

 
 

 
図5-20 資本的収⽀と内部留保資⾦（現⾏料⾦のシミュレーション） 
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図5-21 収益的収⽀と損益（料⾦改定のシミュレーション（案）） 

 
 

 
図5-22 使⽤料単価と汚⽔処理単価（料⾦改定のシミュレーション（案）） 

 
 

 
図5-23 資本的収⽀と内部留保資⾦（料⾦改定のシミュレーション（案）） 
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2-6 計画期間内の投資・財政計画（収⽀計画） 

2-6-1 投資・財政計画の収⽀のギャップ 

計画期間内においては、財政⽬標を達成できる⾒通しとなっていますが、計画期間以降では財政⽬標の
達成は困難となることから、将来にわたって安定的に運営するためには収⽀ギャップの解消に取り組む必要が
あります。 
 

2-6-2 投資・財政計画の収⽀ギャップ解消のための具体的な施策 

将来的な投資・財政計画の収⽀ギャップ解消のため、次の5つの施策に取り組みます。 
 
(1) 下⽔道施設規模の適正化 

人⼝減少などにより将来の使⽤料の減少が⾒込まれる中で健全な経営を維持していくため、施設や管路
更新時には※ダウンサイジングについて検討し、将来的に必要な排⽔量に⾒合う規模の施設へと更新していき
ます。なお、ダウンサイジングを実施することにより、施設の更新費⽤の削減が⾒込まれます。 
 
(2) 下⽔道施設の適切な維持管理 

⽇常の維持管理及び保守点検を適切に実施することにより、予防保全に取り組みます。また、突発的な
事故や費⽤の発⽣リスクを軽減できるように、施設・設備の状況を⽇常的に把握していきます。これらを⾏うこ
とにより、施設のさらなる延命化を図ることが可能となり、更新費⽤の削減が⾒込まれます。 
 
(3) 下⽔道施設の適切な更新 

⽼朽化した管路については、⻑寿命化を図りつつも適切な時期に更新を⾏い、有収率を向上させることに
より、収益性の改善に取り組みます。 
 
(4) ⺠間活⽤の検討・広域化 

サービス⽔準の維持向上と経費の削減を図るため、⺠間事業者の技術・ノウハウをいかした連携を進めてい
きます。また、官⺠の役割分担を踏まえた連携に取り組みます。 
 
(5) 下⽔道使⽤料の適正化の検討 

現在の収⽀計画では、計画期間内においては健全経営を維持することができる⾒込みとなっていますが、
計画期間以降は資⾦残⾼が不⾜することから、下⽔道事業や地域の状況と将来⾒通しを踏まえつつ、下⽔
道サービスの継続と健全な経営の維持が可能となるように、下⽔道使⽤料について検討していく必要がありま
す。将来にわたって下⽔道事業を安定的に運営するために、更なる経営の合理化に努めつつ、今後の下⽔
道使⽤料の適正化について検討していきます。なお、使⽤料改定が必要との判断に⾄った場合には、市⺠の
皆さまへ適切な説明を⾏っていきます。 
 
  


